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日本の地震・火山活動の現
状と今後

東京大学地震研究所・地震予知研究センター長・教授

平田直
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日時： ２０１７年２月１５日（木）１２:００～１３:３０
会場： 記者会見室 （千代田区内幸町２－２－１ 日本プレスセンタービル６
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内容

1. 2016年熊本地震

2. 首都直下地震

3. 地震と火山活動：2011年東北地方
太平洋沖地震とその影響

4. 南海トラフ巨大地震とその災害

5. まとめ
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１．２０１６年熊本地震

• 4 月14 日21 時26 分に熊本県熊本地方の
深さ約10km でマグニチュード(M) 6.5 の地
震が発生した。

• さらに、28時間後の4 月16 日01 時25 分に
同地方の深さ約10km でM 7.3 の地震が
発生した。

• これらの地震により熊本県で最大震度７
を観測し、被害を生じた。
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２０１６年５月１４日 平田直撮影＠益城町

死者 全壊

193人 8,414棟
平成２９年２月１日（水）１１時３０分

最大18万人の避難者
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活断層との関係

• 布田川断層帯の布田川区
間沿いなどで長さ約28km、

及び、日奈久断層帯の高野
－白旗区間沿いで長さ約
6km にわたって地表地震断

層が見つかり、益城町堂園
(どうぞん）付近では最大約
2.2m の右横ずれ変位が生
じた。

• 一部の区間では、北側低下
の正断層成分を伴う地表地
震断層も見つかっている。
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右横ずれ断層（地表地震断層）

2016年5月14日 平田直撮影＠堂園
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主要活断層
（97断層）

地震調査研究推進本部
地震調査委員会
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©地震調査研究推進本部地震調査委員会
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活断層の長期評価
〇日奈久断層帯
• 高野－白旗区間では、M6.8 程度の地震が発生すると推定され、そ

の際には右 横ずれを主体として２m 程度のずれを生じる可能性がある。高
野－白旗区間においては、平均活動間隔が明らかでないため、将来このよ
うな地震が発生する 確率を求めることはできない。

〇布田川断層帯
• 布田川区間では、マグニチュード（M）が 7.0 程度の地震が発生す

ると推定さ れ、その際に右横ずれを主体として２m 程度のずれを生じる可
能性がある。布田川区間において将来このような地震が発生する確率は、
今後30年以内にほぼ0%－0.9%であ る。本評価で得られた地震の発
生確率には幅があるが、その最大値をとると、 布田川区間は､今後 30 年
の間に地震が発生する可能性が､我が国の主な活断層の 中ではやや高
いグループに属することになる
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平 成 2 5 年 ２ 月 １ 日

地震調査研究推進本部
地震調査委員会

• 平均活動間隔：8100年から26000年
• 最新活動時期：約6900年～約2200年前
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熊本県上益城郡甲佐町白旗山出
2017年2月11日 ©平田直撮影

トレンチ北壁⾯の様⼦

©（株）ダイヤコンサルタント⻲⾼正男©（株）ダイヤコンサルタント⻲⾼正男

2016年4月21日の様⼦2016年4月21日の様⼦

水のたまり方から，左手側が低下
していることが分かります．この
地下に活断層があると予想

水のたまり方から，左手側が低下
していることが分かります．この
地下に活断層があると予想

©（株）ダイヤコンサルタント⻲⾼正男

2016年4月21日の様⼦

水のたまり方から，左手側が低下
していることが分かります．この
地下に活断層があると予想

国⽴研究開発法人産業技術総合研究所︓⽂科省委託業務「平成28年度熊本地震を踏
まえた総合的な活断層調査」による日奈久断層帯でトレンチ調査2017/2/15 9
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九州全域30-42％

©地震調査研究推進本部地震調査委員会

M≧6.8の地震が30年以内に発生する確率

九州中部18-27％

確率（％）

累
積

分
布

関
数

• 九州中部は活動性の高い活断層
が密に分布することを反映し、確率
が最も高い。

• ただし、北部や南部も決して低い値
ではないことに注意が必要。

九州中部
18－27%18-27％

九州北部
18－27%7-13％

九州南部
18－27%7-18％
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地震調査研究推進本部
地震調査委員会

参考：(30年以内に）
交通事故で負傷 24％
火災で罹災 1.9％

熊本市、益城は揺れる

地震の起きやすさ ＋ 地盤の揺れやすさ

http://www.jishin.go.jp/evaluation/seismic_hazard_map/

益城町宮園

28%

確率論的地震動予測地図
今後30 年以内 に 震度6 弱以上

の揺れに見舞われる確率:2016年版
（ 平均ケース・全地震 ）

熊本市東区

14%
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震央分布図
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（2016 年４
月14 日21 
時～2017 
年１月31 
日、深さ０
～20km、
M≧2.0）

2017 年１月の地
震を濃く表示

現在でも、地
震活動は、少
なくなってい
るが、続いて

いる
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地震活動の
時間変化
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a1
a2

a3

a1

a2

a3

現在でも、地震活動
は、少なくなっている

が、続いている
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九州地方における内陸・浅い地震の震央分布（1889年以降）
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①1889年の熊本の地震：
その後６年でM６クラ
スが４回発生

②1916年にはM６クラス
が10ヶ月の間をおい
て発生

③1975年にM６クラスの

地震が３ヶ月の間隔で
発生

①
②

③

④
⑤

2017/2/15
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1. 2016年熊本地震

2. 首都直下地震

3. 地震と火山活動：2011年東北地方
太平洋沖地震とその影響

4. 南海トラフ巨大地震とその災害

5. まとめ
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1868年から2016年 （148年間）の
M≧７の地震 : ２０８個
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累積数
300

200

100

回数

1900 1950 2000 年
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1868年から2016年 （148年間）の
M≧７の地震 : ２０８個
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累積数
300

200

100

回数

1900 1950 2000 年

M7以上の規模の地
震は、毎年1～2回
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1703年から現在までに9回 （大正関東地震の余震を除く）

1703年から1923年（220年間）に8回 → 平均発生間隔 27.3年

30年以内に発生する確率 → 70％ 程度

平成２６年４月２５日公表
地震調査研究推進本部
地震調査委員会

相模トラフ沿いの
M8クラス：

ほぼ0から5%

死者１万人
1923 大正地震

1703 大正地震 1923大正地震
死者10.5万人

1855安政地震
死者7千人

相模トラフからのフィリピン海プレートの沈
み込みに伴うM7程度の地震

1703元禄地震
死者1万人

首都圏でこれまで起きた大地震と震災

ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング
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• 太赤線で囲まれた範囲が評
価対象領域を示す。

• 細赤線は最大クラスの地震
の震源域を示す。

• 破線は本評価で用いたフィ
リピン海プレート上面の等
深線を示す。

M6.7〜7.3の地震
●：本評価で対象とした地震

(9地震）

（参考）
●：大正関東地震(1923)の余震
○：前回評価対象とした地震
★：M8クラスのプレート境界地

震

プレートの沈み込み
に伴うM7程度の地震

の評価対象領域

2017/2/15
地震調査研究推進本部

平成26年４月 ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング 19
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首都直下地震とは何か

ハザード（災害誘因：自然現象としての力）：

「並み」の大地震（M7) → 熊本地震程度

→ どこでも起きる地震

暴露量（Exposure)  ： 巨大
被害リスク ： 巨大
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「首都圏で大災害を引き起こ
す可能性のある」地震
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可能性のある場所
１９の断層を「仮定」

震源断層の想定

首都直下地震の揺れと被害の予測

都心南部直下地震
（Mw7.3)
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内閣府が検討対象とした「首都直下地震」の断層

仮定
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3.1 震度分

布（都心南
部直下地

震）
首都直下地震対策検討
ワーキンググループ最
終報告（平成25年12月
13日：内閣府・中央防災
会議）

ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング
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震度６弱以上の面積
約 ４，５００平方キロ
（一都三県の約３割）
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3.2 都心南部直下地震 （冬・夕）による被害
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建物倒壊等, 
6,400人

28 ％

急傾斜地

崩壊, 60
人

火災

16,000  人

70 ％

ブロック塀

等の倒壊, 
500人

2％

死者最大約23,000人

逃げ惑い

内閣府中央防災会議（平成25年）

全壊・全焼
失61万棟

負傷者：最大
約123,000 人

避難者：発災2
週間後に最大

で720万人
経済的被害
９５．３兆円

© 2017    Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute
The University of Tokyo岩波新書「首都直下地震」

■新赤版 1592
■体裁＝新書判・並製・カバー・224頁
■定価（本体 760円 + 税）
■2016年2月19日
■ISBN978-4-00-431592-6 C0244

はじめに
第１章 首都直下地震とは何か

１ 地震の分類
２ 大都市を襲う地震
３ どんな地震が起きるのか

第２章 予想される被害
１ なぜ被害が発生するのか
２ なぜ被害を想定するのか
３ 内閣府の被害想定（2004／2005年）
４ 東京都の被害想定（2012年）
３ 内閣府の被害想定（2013年）

第３章 震源はどこになる？
１ 複雑な南関東の地下構造
２ 活断層で起きる関東の内陸地震
３ プレート境界の関東地震
４ プレート内部での地震
５ 超巨大地震の影響

第４章 予知は可能なのか？
１ 内陸の地震の予知・予測
２ 不規則な地震
３ 「30年以内、70％」の意味

終 章 首都圏を守るために
１ 災害の危険性の大きな首都圏
２ 耐震化と出火対策
３ 帰宅困難者への対策
４ 災害からの回復

おわりに
242017/2/15 ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング
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1. 2016年熊本地震

2. 首都直下地震

3. 地震と火山活動：2011年東北地方
太平洋沖地震とその影響

4. 南海トラフ巨大地震とその災害

5. まとめ
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観測データによる日本列島の変形
（１９９８．１０．１６－１９９９．１１．１６）

国土地理院 GEONET （GPS観測網）

GNSS(GPS）
観測点

全国の1300
か所

5 m

本当の動き
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東西圧縮

（国土地理院） ©国土地理院



© 2017    Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute
The University of Tokyo

火山のできる仕組み
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http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/whitep/2-4.html

©気象庁
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噴火警戒レベルを運
用している３８火山
噴火警戒レベルは、「火山防

災のために監視・観測体制の
充実等が必要な火山」として火
山噴火予知連絡会によって選
定された50火山のうち、38火山
（平成28年12月現在）で運用さ
れています。
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©気象庁

口永良部島
レベル３、入山規制

桜島
（レベル３、入山規制）

噴火警戒レベル１（活火
山であることに留意）

阿蘇山

2017年2月8日現在

© 2017    Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute
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熊本地震

阿蘇山の活動 噴煙高

地震数

微動数
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東北地方太平洋沖地震の大きさ

2011東北地方太平洋沖地震
M9.0（東日本大震災）

D(すべり量)：20－40 ｍD(すべり量):2～4ｍ

2016年熊本地震
M7.3

すべり
10倍

31

50 km
面積

１00倍

ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング2017/2/15
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The University of Tokyo地震の時約3分間の動き

http://mekira.gsi.go.jp/JAPANESE/crstanime_tohoku110311.html

（国土地理院）
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©国土地理院
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1997.1- 2000.1 2011.3.10- 2011.3.12 2011.3.12- 2012.3.12

地震前3年間 地震時 地震後１年間

5cm/yr 200 cm 50 cm

1~2 cm/y
圧縮

3~4 m
引張

20 cm/y
引張

東北地方の地殻変動

http://www.gsi.go.jp/cais/chikakuhendo40012.html国土地理院
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平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震余震の発生状況
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震央分布図
2011年3月11日12時00
分～2016年12月28日

21時40分、深さ０～
90km、M≧5.0

東北東－ 西南西方向に
張力軸を持つ正断層型

深さ11㎞

2016年末の地震
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余震域内で発生した地震の月別回数
（M≧4.0）

2017/2/15 ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング 35

月平均数

© 2017    Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute
The University of Tokyo500 km

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/14tohoku/p2.pdf

2004年12月ス

マトラ北部西方
沖地震(M9.1 )
の余震・誘発震

央分布図

• ４ヵ月後にＭ8.6
• 約２年半後にＭ8.5
• 約５年半後にＭ7.5
• 約７年半後に海溝

軸の外側（西側）の
領域でＭ8.6

2017/2/15 ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング 36
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内容

1. 日本の地震と火山

2. 2016年熊本地震

3. 地震と火山活動：2011年東北地方
太平洋沖地震とその影響

4. 南海トラフ巨大地震とその災害

5. 災害を軽減化する

6. まとめ
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南海トラフで発生
する地震の多様性
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• 南海地域の地震と東海地域にお
ける地震
①同時に起きる場合

（1498年、1707年）
②若干の時間差が生じる場合

（ 1854年、1944･1946年）

• 東海地域の地震

①御前崎より西側で断層のすべ
りが止まった場合（1944年）

②駿河湾奥まですべりが広がっ
た場合（1854年）



© 2017    Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute
The University of Tokyo

2017/2/15 ＦＰＣＪプレス・ブリーフィング 39

南海トラフの巨大地
震（陸側ケース）の

震度分布

南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告） 平成24年8月29日 中央防災会議

被害が最大となるケースの被害

マグニ
チュード

浸水面積
浸水域内人

口
死者・行方

不明者
建物被害（全

壊棟数）

9.0（9.1）
※３

1,015km2
※４

約163万人
※４

約32.3万 人
※５

約2,386千
棟※６

※３：（ ）内は津波のＭｗ、※４：堤防・水
門が地震動に対して正常に機能する場
合の想定浸水区域、※５：地震動（陸側）、
津波ケース（ケース①）、時間帯（冬・深
夜）、風速（8m/s）の場合の被害、※６：地

震動（陸側）、津波ケース（ケース⑤）、時
間帯（冬・夕方）、風速（8m/s）の場合の
被害
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まとめ

1. 2016年熊本地震では、28時間を経て
2度の震度７に襲われた

2. 首都直下地震は、Ｍ７程度の地震で
も被害は甚大

3. 2011年東北地方太平洋沖地震とそ
の影響は今でも続いている

4. 南海トラフ巨大地震の可能性は高い
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